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　当社は1939年5月20日、旧日本製鐵㈱が有する石炭、鉄鉱石などの製鉄
原料の総合開発と確保を目的に、地下資源部門が分離・独立して設立され 
ました。創業以来一貫して地下資源開発に携わることで、地下資源の探査・
評価、採掘、鉱石処理を一気通貫して担う技術を有しています。これらの技術
を活かして資源の安定供給に努めることで、鉄鋼メーカーやセメントメーカー 
などの取引先からの信頼を得て、長期にわたる取引関係を構築しています。 
なかでも国内鉄鋼向け石灰石の供給では長年トップシェアを維持しています。

鉄鋼向け石灰石供給で国内トップシェア

※ 当社調べ

鉄鋼向け
国内供給シェア

40％以上

2N I T T E T S U  M I N I N G

鉱 山 開 発 を 通 じ て
人 と 社 会 を 支 え る 。
当社は国内外に多数の鉱山を有し、さまざまな鉱物資源を世界に供給しています。

なかでも石灰石は国内最大規模の鳥形山鉱業所をはじめ全国各地に石灰石鉱山を有しており、

国内の鉄鋼メーカーやセメントメーカーなどに販売するとともに、

一部はオーストラリア、台湾等の海外へも輸出。

生活に欠かせない貴重な素材として、さまざまな分野で活用されています。

N I T T E T S U  M I N I N G

鳥形山鉱業所（石灰石鉱山）
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培 っ て き た 技 術 で 、
持 続 可 能 な 社 会 へ 。

当社では鉱山開発で長年培ってきた豊富な技術と経験を基に、

新規事業の柱となる新商品や新素材の研究開発およびエンジニアリングに取り組んでいます。

環境対策商品を中心とする機械・環境事業や不動産事業、再生可能エネルギー事業など、

グループの総合力を発揮し、豊かな未来社会づくりに貢献します。

　大口径掘削技術による地熱蒸気供給や、鉱山跡地活用に
よる太陽光発電や小水力発電など、地球環境の保全に向け
た再生可能エネルギーの活用に積極的に取り組んでいます。

再生可能エネルギーで
地球環境保全へ

技術で快適な
社会を実現

　優れた空気浄化効果を発揮
する喫煙室用プラズマ脱臭機

「プラズマダッシュ」は、タバコの
臭い成分や汚れ成分などを除
去し、快適な環境をつくります。

分煙脱臭機

　高捕集効率のプラスチック
樹脂焼結体エレメント「シンター
ラメラーフィルタ」は、人々の健
康に被害が生じる恐れのある
粉じんを除去し、安全な作業環
境の提供や、大気環境汚染の
防止に貢献します。

集じん機

　優れた凝集沈殿効果や汚
泥脱水効果を発揮する鉄系無
機凝集剤「ポリテツ」は、生活
排水や産業排水を浄化し、水
資源や生態系の保全に貢献し
ます。

水処理剤

鹿児島事業所（地熱蒸気供給）
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編集方針

「統合報告書2022」（以下、「本報告書」）では、株主・投資家の皆様をはじ

めとするステークホルダーの皆様が、経営方針や事業戦略などの財務的側面

とESGへの取り組みなどの非財務的側面の両面から当社をご理解いただけ

るように、それらの重要な情報を一体的にご報告しています。本報告書をス

テークホルダーの皆様との重要なコミュニケーションツールの一つとして位置

づけ、今後もさらなる充実に努めていきます。

対象期間

原則として2021年4月1日から2022年3月31日までの活動をご報告していま

すが、対象期間以前からの取り組みや、直近の活動報告も一部含んでいます。

対象範囲

原則として日鉄鉱業株式会社および当社グループを対象としています。

本報告書に掲載されている「ポリテツ」、「シンターラメラーフィルタ」、「プラズ

マダッシュ」は日鉄鉱業株式会社の登録商標です。

1　	 　イントロダクション①
3　	 　イントロダクション②
5　	 　経営理念・行動指針
6　	 　目次
7　	 　総合資源会社への進化のあゆみ
9　	 　トップメッセージ
13　	 　日鉄鉱業の価値創造
15　	 　中期経営計画
17　	 　事業概要
23　	 　特集①鉱山開発
25　	 　特集②研究開発
27　	 　日鉄鉱業のサステナビリティ
29　	 　環境
33　	 　社会
35　	 　コーポレートガバナンス
43　	 　連結財務指標の推移
45　	 　連結財務諸表（要約）
47　	 　非財務ハイライト
49　	 　株式情報
50　	 　会社概要

C o n t e n t s

経営理念

日鉄 鉱 業グループは、

豊 かな未 来 社 会 づくりに貢 献 するとともに、

社 員 一 人 一 人 が 生き生きと

誇りを持って働 ける企 業を目指します

行動指針

時代のニーズに対応した良質・安全な製品・サービスを顧客に提供する。1

役員・従業員は、法令等を遵守して誠実に職務を遂行し、
それぞれが自己実現できる明るく安全な職場をつくる。

3

社会の一員として、社会の信頼に応え地域社会との共生を図る。2

株主・投資家などに適宜・適切に情報を開示し、社会の信頼・期待に応える。4

資源の有効活用とリサイクルの推進などにより、環境の保全に配慮する。5

反社会的勢力に対しては、毅然として対応し、一切関係をもたない。6

私たち日鉄鉱業グループ役員・従業員は、企業は社会の一員であるとの認識のもと、法を守り、良識あ

る企業活動を行い、企業の持続的発展の実現と豊かな社会づくりに貢献すべく行動指針を定める。

6N I T T E T S U  M I N I N G5 統合報告書 2022



2021年2017年2014年2011年2008年2005年2002年1999年1996年1993年1990年1987年1984年1981年1978年1975年1972年1969年1966年1963年1960年1957年1954年1951年1948年1945年1942年1939年

総合資源会社への進化のあゆみ

日鉄鉱業の起源

日鉄鉱業の創業は日本初の銑
鋼一貫製鉄所である官営八幡
製鐵所の原料コークスおよび一
般燃料を調達すべく原料部門と
して設立された製鉄所二瀬出張
所に始まる。

1899年

官営八幡製鐵所を中心に民間５
社の出資により、日本製鐵株式
會社が設立。二瀬出張所は同
社二瀬鉱業所に引き継がれる。

1934年

石炭、鉄鉱石、石灰石等の製鉄原料の総合開発と確保を目的に
日本製鐵株式會社から独立する形で日鉄鉱業が設立。二瀬鉱
業所（石炭）、釜石鉱業所（鉄鉱石）、倶知安鉱業所（鉄鉱石）、
赤谷鉱業所（鉄鉱石）などの国内外鉱山を承継。

1939年

日鉄鉱業の事業

社会の動き
ニクソンショック プラザ合意 アメリカ同時多発テロ

リーマンショック

バブル崩壊 東日本大震災 新型コロナ
ウイルス蔓延第１次石油ショック 第２次　 　石油ショック

金属部門
鉱石部門

証券事業

石炭部門

機械・環境事業

不動産事業

再生可能エネルギー事業

炭鉱機械メーカーであった㈱幸袋工作所に
資本参加することにより、機械事業へ進出

1956年
関東証券㈱に経営参画し
証券事業に参入

1951年

業績悪化や資源事業との
シナジー効果を勘案し証券
事業から撤退

2008年

三井金属鉱業㈱との共同出資により、日比
共同製錬㈱を設立（銅製錬事業への参入）

1968年

鳥形山鉱業所を開設
1971年

伊王島鉱業所の閉山をもって
石炭生産部門から撤退

1972年

カレザリ銅鉱山（イラン）の	
操業を開始（1991年12月　イ
ラン銅工業公社に売却）

1975年

機械営業部門を設置
1973年

機械営業部の取扱商品として
鉄系無機凝集剤「ポリテツ」
の販売を開始

1979年

シンターラメラーフィルタの
販売開始

1985年

新日本製鐵㈱（現・日本製鉄㈱）との共同出資により、日鉄
鹿児島地熱㈱（2013年４月　当社に吸収合併）を設立

1990年
洞爺湖メガソーラー発電所の売電開始により太陽光発電事業を開始
自然エネルギー開発の推進を目的として、再生可能エネルギー事業部門を設置

2013年

エル・ロブレ銅鉱山（コロンビア）の
操業を開始（1998年6月　コロンビア
法人に売却）

1991年

チリ共和国での銅鉱山	
開発のため、日鉄鉱チリ㈲
（現・連結子会社）を設立

1993年

アタカマ銅鉱山（チリ）の試操業を開始
（同年６月より本格操業に移行）

2003年

不動産事業部門を設置
1989年

化成品部門を設置（1993年４月　
環境営業部門へ改称、一部事
業は資源事業部門へ統合）

プラズマダッシュ分煙機の
販売開始

2006年

※ グラフは単体売上高推移
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源、エネルギーを取り巻く事業環境を的確に捉え、自らの

事業を進化・発展させてきました。具体的には石炭から鉄

鋼石や銅鉱石といった金属部門へと事業を展開。その後

は国内資源の枯渇を背景として非金属資源の石灰石へ

主軸を移し、また金属資源については海外展開を続け、

今日のような鉱山業を中心とした総合資源会社に発展さ

せることができました。

　気候変動課題への対応を背景とする世界的なカーボ

ンニュートラルへの取り組みなど、資源、エネルギーを取り

巻く事業環境は、未来に向けてさらに大きく変化していく

ことが予想されますが、鉄鋼やセメントといった当社グルー

プが原料の安定供給を担う産業は、カーボンニュートラル

社会を築くうえでも、今後もなくてはならない存在であり続

けるでしょう。当社グループは総合資源会社として、原材

料の安定供給を通じて今後も国内外の基幹産業を支え

ていく所存です。

　日鉄鉱業グループは83年の歴史を持つ総合資源会

社です。

　日本初の銑鋼一貫製鉄所である官営八幡製鐵所の

原料部門として設立された製鉄所二瀬出張所を原点とし、

石炭、鉄鉱石、石灰石等の製鉄原料の総合開発と確保

を目的に1939年に日本製鐵株式會社（現在の日本製

鉄株式会社）から独立。国内外鉱山を承継する形で設立

された企業グループです。設立から今日に至るまで、鉄鋼

メーカーをはじめとする日本の基幹産業に原料を安定供

給するという使命を担い、その責任を果たし続けてきま 

した。

　この83年間、当社グループはめまぐるしく変化する資

80年を超える歴史への思い

　鉱山事業は息の長いビジネスです。調査・開発にはじま

り、操業を開始するまでには10年以上の時間や経営資

源の投入が必要となります。ひとたび操業を開始すれば、

そこから数十年、長ければ100年以上操業を続けること

になります。炭鉱をはじめとした各鉱山では、古くから「一

山一家族」という言葉が存在します。その鉱山（ヤマ）で働

く人すべてが家族であるという考え方であり、強い仲間意

識や助け合いの精神が自然発生的に生まれます。鉱山

事業が持つこうした特質もあり、当社グループには長期的

な視点に立って、助け合いながら仕事に取り組む企業文

化が醸成されていると思います。鉱山の操業が地域に及

ぼす影響についても、以前から常に強く認識しており、公

鉱害の防止をはじめとした環境保護に関する意識や地

域貢献に対する意識は古くから当社グループに存在し、

しっかりと根付いています。

　ただし、今後さらに100年、200年と続くサステナブル

な企業となるためには、変わることも重要です。若い世代

の人たちは特に社会の動きに対して敏感です。事業環境

が大きく変化していくなかで、次世代を担う人たちが自由

闊達に意見を述べ合える職場環境を整えることはとても

重要です。このような職場を増やし、事業の今後の成長ス

ピードをさらに加速させたいと思います。

揺るぎない企業文化

T o p  M e s s a g e
トップメッセージ

代表取締役社長

森川 玲一
R e i i c h i  M o r i k a w a

豊かな未来社会づくりに貢献するため、
資源を安定供給し続ける

　今は今後の成長に向けてしっかりと布石を打つ時期に

あります。当社グループでは2021年5月、2021年度を初

年度とする３カ年の第2次中期経営計画（中計）を公表し

ました。この中計期間は、当社グループの持続的成長に

向けて本格的な大型投資を実行する期間として位置づ

けており、大型投資を支えるための収益の確保と財務の

健全性を維持しつつ、石灰石の主要納入先である鉄鋼

メーカーの構造改革をはじめとする国内外の需要動向に

対して臨機応変に対応していくこと、またカーボンニュート

ラルへの取り組みを含むSDGｓの諸目標への貢献と事

業活動の両立を図ることを主要課題としています。

　３カ年計画の１年目である2021年度は、資源事業の

金属部門での銅価上昇の影響もあり前期比増収増益と

なり、売上高、営業利益は計画を上回る結果となりました。

大型投資についても順調に進捗しています。主力の石

灰石鉱山である鳥形山鉱業所の長期安定供給を目的と

した第3立坑建設工事については、2023年度の本格運

用を目指しています。また新鉱区を開発中の八戸鉱山で

次の成長に向けた積極投資（中期経営計画）
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　次の成長に向けた大型投資を成功に導き、確かな成

長を続けるためにも、当社グループの経営や組織運営自

体が、よりサステナブルなものになることが大切です。

　既に申しあげたとおり、当社グループでは息の長いビジ

ネスを展開するため、昔から環境や社会に配慮した経営

に徹してきました。サステナビリティ経営が近年注目を集

めるようになりましたが、当社グループでは以前からこれに

取り組んできたと言っても過言ではありません。しかしなが

ら、今後はこうしたサステナビリティに対する会社としての

姿勢をより明確に示したいとの思いから、「豊かな未来社

会づくりに貢献するとともに、社員一人一人が生き生きと

誇りを持って働ける企業」となることを目指す新たな経営

理念を策定、これを上位概念としたサステナビリティ基本

方針を制定し、その実現に向けたマテリアリティ（重要課

題）の特定を行いました。

は、次期中計期間中の本格操業に向け、既に一部出鉱

を開始しています。また、開発準備段階にあるチリ国アル

ケロス銅鉱山の開発については、コロナ禍の影響もあり

環境許認可申請や詳細設計などで遅れが生じましたが、

次期中計期間での本格操業を目指しています。

　石灰石については、主要納入先である鉄鋼メーカーの

構造改革を背景に、将来的には国内需要が減少していく

という懸念はありますが、海外への輸出拡大などによって

カバーしていく考えです。具体的には、需要の拡大が続い

　当社グループは今後、サステナビリティ基本方針に基

づく事業活動を徹底することで、経営理念の実現に向け

て前進していきます。経営理念の実現に向けた取り組み

は、当社グループが社会に対して存在意義を果たしていく

ことを意味します。具体的な目標として特定したマテリアリ

ティについては、決して一朝一夕で解決できる課題ではあ

りませんので、今後は具体的なKPIを設定し、着実に進め

ていく所存です。

　今回が初版となる統合報告書の発行は、サステナビリ

ティ経営に向けた社内外への意思表明でもあります。当

社グループが社会・環境に対して十分に配慮しながら事業

を展開していること、鉄鋼メーカーをはじめとする基幹産業

に対して原料を安定供給する使命をこれからも果たし続け

ること、そしてサステナビリティ経営を強化していくことを、こ

の統合報告書を通じて読み取っていただけたらと思います。

ているアジア・オセアニア圏など、環太平洋地域への輸

出拡大を目標に掲げ、国内最大規模の生産量を誇る鳥

形山鉱山の生産・出荷能力と高品質という強みを生かし、

新規需要の洗い出しと将来的な需要動向に対応する生

産・販売の最適化を進めていきます。

　金属部門については、製錬側と鉱山側の両輪を効率

的に回しシナジーの最大化を図ります。今後のアルケロ

ス鉱山の開山によって、当社グループはアタカマ鉱山と

合わせて３万t/年に迫る銅量を確保することができます。

このことは、買鉱条件などの外部要因に左右されにくい

収益構造の実現に向けた大きな一歩になると考えていま

す。

　それ以外の事業においても、環境製品・商品を中心と

した機械・環境事業や再生可能エネルギー事業は脱炭

素社会へ向けた流れのなかでビジネスチャンスがあると確

信しており、新製品開発による市場参入や海外展開を視

野に入れた台湾・東南アジア圏での現地製造工場の建

設や、新規地熱発電所の建設の検討を進めています。

持続的成長に向けて

　当社グループの石灰石は外販規模で国内最大規模

を持ち、鉄鋼、セメントや骨材といった社会基盤を支える

重要な原料の供給を担っています。また銅についても社会

インフラに欠かせない素材であり、今後は脱炭素社会に

向けた電化の進行を受け、その需要が伸長していくことは

間違いありません。我々の使命は品質を確保し安定供給

を行うとともに、地球規模での環境保全にも貢献し、豊か

な未来社会創造の一翼を担っていくことだと考えています。

　当社グループの今後の持続的成長を担うのは言うまで

もなく社員です。チームプレーを重視しながら、任された責

任を真摯に全うする社員の取り組みに感謝するとともに、

これからもやりがいを持って働けるような職場環境を整備

していく考えです。

　社員に加えて、お客様、取引先、地域社会、そして株

主・投資家の皆様など、すべてのステークホルダーの幸せ

にバランス良く貢献するにはどうしたらよいか、私自身はそ

れを常に念頭に置きながら経営を担いたいと思っていま

す。

　すべてのステークホルダーの幸せと豊かな未来社会づ

くりに貢献する日鉄鉱業グループの将来に、どうぞご期待

ください。

すべてはステークホルダーの幸せのために

T o p  M e s s a g e トップメッセージ
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日鉄鉱業の価値創造

社会課題

社会全体の持続可能性
・気候変動、環境汚染
・格差社会、地域格差
・人口問題（日本は少子高齢化）
・人種・社会的差別
・労働問題（強制、児童）、労働災害

経営資源

・	財務資本
連結純資産   126,371百万円
有利子負債   22,957百万円

・	製造資本
事業所   7か所
石灰石、地熱蒸気供給事業など
本社・支店   5か所
営業所   6か所
海外事務所   2か所
関係会社   23社
石灰石、銅精鉱、探鉱、機械・環境事業など
工場・採石所   6か所
砕石、機械・環境事業など
研究所   1か所

・	知的資本
研究開発費   750百万円
特許保有数   56件

・	人的資本
連結従業員数   2,019人

・	社会・関係資本
取引先との信頼関係
地域社会との共存共栄

・	自然資本
稼働鉱山   14か所
国内石灰石、砕石、海外銅鉱山
鉱区面積   315㎢
国内試掘権、採掘権
休廃止鉱山
関係用地の森林認証取得や新事業へ

総合資源会社

再生可能
エネルギー事業 不動産事業 資源事業 機械・環境事業 研究開発

ESGの取り組み マテリアリティ

・気候変動への対応

・環境保全活動の推進

・原料・製品の安定供給

・労働安全衛生

・地域社会との共存共栄
・人権・多様性の
　尊重と人材育成

・ガバナンスの強化

鉱山
ライフサイクル

閉山

開発

生
産

調
査

土
地
活
用

水
処
理・集
じ
ん
技
術

新
技
術

資
源
の
開
発
・
安
定
供
給
を
通
じ
て
社
会
に
貢
献
す
る
と
と
も
に
、

「
総
合
資
源
会
社
」と
し
て
グ
ル
ー
プ
の
総
合
力
を
発
揮
し
、

持
続
的
成
長
を
実
現
す
る
。

石灰石生産量

24,380千t

砕石生産量

2,986千ｔ

タンカル生産量

476千ｔ

銅精鉱生産量

43千ｔ

ポリテツ販売量

216千ｔ
（グループ全体）

産業の基盤づくり

地域発展・雇用

環境・社会課題解決への貢献

カーボンニュートラル推進
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中期経営計画

資 源 の 開 発・安 定 供 給を通じて社 会に貢 献 するとともに、

「 総 合 資 源 会 社 」としてグループの 総 合 力を発 揮し、

持 続 的 成 長を実 現 する。

長期ビジョン 財務指標と中長期経営目標

　本中計期間は、将来の成長を見据えた大型投資

の本格的実行期間となります。鳥形山鉱業所（石灰

石）第３立坑は2023年度からの本格運用を目指し建

設中であり、開発中の八戸鉱山新鉱区および開発準

備段階であるアルケロス銅鉱山についても開発を推

進し、次期中計期間での本格操業を目指す計画です。

　このような積極投資に耐えうる収益の確保と財務

計画では売上高はほぼ横ばいで推移するとしています。石灰石は主要取引先の鉄鋼メーカーの構造改革により高炉の統廃合が進行するなか、販
売減少分を経済成長著しいアジア・オセアニア圏などへの輸出拡大でカバーする計画です。高品位で大型船舶に対応できる船積み設備を有する
鳥形山石灰石の輸出拡大を目指します。銅も販売量横ばいで計画していますが、次期中計期間で新規銅鉱山が稼働すれば増販となります。また、
機械・環境事業では環境対策商品を中心に拡販を目指しています。

（億円）

（億円）

持続的成長へ向けた開発投資として以下３投資を総額290億円（第2次中計期間中）で計画しています。

・	鳥形山第３立坑建設工事
石灰石の安定供給、資源の有効利用と効
率的な採掘を目的とした同所開山以来の大
型工事であり、2023年度中の本格稼働を
目指し建設中です。

・八戸鉱山新鉱区開発
次期主力採掘エリアとして開発開始、初期
剝土岩工事や河川切替工事を実施します。
2021年度より一部出鉱開始し、2024年度
中の工事完了を目指しています。

・アルケロス銅鉱山開発
新型コロナウイルス感染症の影響も含め、
環境許認可や詳細設計業務で計画に遅れ
が生じています。現状では2024年度中の
操業開始を目指しています。

の健全性を維持しながら、国内外の需要動向、特に

石灰石の主要納品先である鉄鋼メーカーの構造改革

などに臨機応変に対応していくことが重要課題と認識

しています。

　このため、すべての事業において、成長分野の見極

めや需要の開拓を推進するとともに、SDGsへの取り

組みと事業活動の両立を図ります。

第1次中計
経営基盤の強化

第2次中計
大型投資の実行

大型投資を着実に実行し、持続的成長へ向けた資源の獲得を目指す
国内外の需要動向に対応した経営資源の配分を行う

事業活動 関連性 関連するSDGs

資源事業
石灰石鉱山
銅鉱山などの
開発・運営

産業の基盤づくり、地域の発展、雇用に寄与

ISO14001に則った環境マネジメントシステムの運用
（直轄石灰石鉱山すべてで認証取得）

長距離ベルトコンベアによる自家発電を実施（鳥形山）
• 鉱山坑内水を利用したマイクロ発電や事務所や社有地での太陽光発電
• 自治体と協力し公共用水を利用した小水力発電
• メーカーと協力した鉱山重機のハイブリッド化、電動化など検討へ

鉄鋼スラグ・銅スラグは再利用、⽟野製錬所へのリサイクル原料調達増

鉱山跡地（一部不動産事業で有効利用）や堆積場の緑化および適切な維持管理
森林認証制度：SGEC（北海道の社有林で認証取得）に則った運用

機械・環境事業
水処理剤や集じん機
脱臭装置の
生産・販売

下水処理や工場排水の水質浄化

リサイクル原料の使用、凝集による工場設備等の省電力化

ダストの集じんや脱臭による大気環境の改善

再生可能
エネルギー事業

地熱発電所への
蒸気供給
太陽光・小水⼒発電

再生可能エネルギーの持続可能性追求
• 自社による地熱発電所の建設
• グループ全体に自家発電・自家消費用の再生エネルギー導入検討、推進

研究開発部門
既存、新規事業に
資する新商品、
新素材の開発

• 硫化水素からの水素回収の研究
• 鉱産物や廃棄物へのCO₂吸収・固定化の研究※

カーボン
ニュートラル
実現への

具体的取り組み

脱炭素社会へ

今後の
取り組み

今後の
取り組み

今後の
取り組み

●	総資本の効率的な運用による営業利益向上のため、ROA（総資本営業利益率）の向上を図る

●	安定した自⼰資本比率を維持する

・鉱山業は長期にわたるライフサイクル

・持続的成長へ向けた投資への備え

安定した自⼰資本比率

売上高営業利益率 × 総資本回転率

ROA（営業利益）

品質向上やコスト管理による
収益性の向上

借入金や政策保有株式の圧縮
等による資本効率性の向上

2019年度 実 績 2020年度 実 績 2021年度 実 績 2023年度	 目 標

売上高営業利益率 6.4% 7.3% 10.5％ 6%以上

総資本回転率 0.68 0.66 0.77 0.7以上

ROA（営業利益） 4.4% 4.8％ 8.1％ 4%以上
自己資本比率 57.5% 58.9% 60.7％ 57.5%以上

本格的投資期間のため
一時的に低下

中長期目標

８%以上

0.9以上

７%以上
60%以上

投資回収および
次期投資準備期間

数値目標

資金計画と設備投資計画

＜前提条件＞　 ・為替 … 105円/米ドル　 ・銅価 … 350￠/lb（7,716米ドル/t）

2019年度
実績

2020年度
実績

2021年度
実績（計画）

2022年度
計画

2023年度
計画

売上高 1,175 1,191 1,490（1,284） 1,256 1,238

営業利益 75 87 157　  （94） 90 73

2019年度
実績

2020年度
実績

2021年度
実績（計画）

2022年度
計画

2023年度
計画

EBITDA 129 140 211（152） 148 154

設備投資 88 75 110（121） 132 173

減価償却費 53 53 54  （58） 58 81

※1 EBITDA：営業利益＋減価償却費　※2 設備投資：（2021～2023年度）生産準備投資を含む

※ 今後の取り組みの一部を現状に即して見直しています。
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事業概要

資源事業

　鉱石部門では、国内最大規模の鳥形山鉱業

所をはじめ、全国各地に石灰石鉱山を有しており、

石灰石の生産量は国内トップクラスです。

　金属部門では、南米チリ共和国のアタカマ銅

鉱山の操業および日比共同製錬㈱での委託生

産による電気銅の製錬事業を行っています。

事業戦略について	▶	P.19

133,124百万円 14,296百万円

売上高 営業利益

機械・環境事業 不動産事業 再生可能エネルギー事業

　環境部門では、当社が独自に開発した鉄系無

機凝集剤「ポリテツ」を中心に水処理剤の販売

を行っています。

　機械部門では、集じん機等の環境対策商品を

中心とし、一般産業機械まで幅広いニーズに対

応しています。

　社有不動産の有効利用を目的に事業活動を

行っています。都市部の社有地ではオフィスビル

やマンション等の経営を行っており、全国各地の

鉱山跡地や遊休地においては飲食・物販店舗、

工場・倉庫、駐車場等の市場ニーズを捉えた賃

貸事業を展開しています。

　資源開発で培った地下探査技術を活かした

地熱エネルギーの調査・開発および地熱蒸気の

供給・販売や、鉱山跡地等の遊休社有地を活用

した太陽光発電、坑内湧水を利用した小水力発

電など、地球環境に配慮した自然エネルギーの

開発に取り組んでいます。

事業戦略について	▶	P.20 事業戦略について	▶	P.21 事業戦略について	▶	P.22

11,345百万円 1,000百万円

売上高 営業利益

2,825百万円 1,575百万円

売上高 営業利益

1,787百万円 509百万円

売上高 営業利益

営業利益構成比

売上高構成比

営業利益構成比

売上高構成比

営業利益構成比

売上高構成比

営業利益構成比

売上高構成比
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資源事業

事業概要

売上高

20212020201920182017 （年度）

（単位：百万円）

133,124

103,489100,227
106,888104,255

鉱石部門

事業戦略

　長期目標は「国内需要減少を見据えた海外市場への

グローバル展開」です。石灰石の主要取引先である国内

鉄鋼メーカーは、将来の国内需要減少や海外各国の自

国生産化の潮流を見据え、国内高炉の統廃合による効

率化や海外生産体制の拡充を推進しており、国内鉄鋼

向け石灰石需要は一定程度減少していく見通しです。一

方で、新興国の経済成長は著しく、世界全体の鉄鋼需要

は年々増加傾向にあります。そのため、需要増大が見込

まれる海外需要を獲得すべく、中国、台湾、オーストラリア

など「アジア・オセアニア圏」の輸出拡大を目指しています。

輸出拡大を図るうえで安定供給体制をさらに強化する必

要がありますが、2021年1月の鳥形山鉱業所長距離ベ

ルトコンベア火災事故を受け、操業上のリスクや臨海鉱

業所のバックアップ体制の再評価および見直しを行い、

併せて、さまざまな先端技術の活用による生産合理性、

経済性の向上を図っていきます。

　また、グループの生産量の維持・拡大やBCP体制など

総合的な観点から鉱物資源の開発を検討していきます。

環境への取り組み

　鉱山業は環境破壊といった負のイメージを持たれがち

ですが、だからこそ操業にあたっては騒音・粉じん対策、切

羽や堆積場に関連する水質管理を徹底し、閉山後も緑

化や採掘跡地の管理など、さまざまな環境対策に注力し

ています。直轄鉱業所でのISO14001による環境マネジ

メントシステムの運用もその一環です。また、脱炭素化に

向けて、鉱山坑内水を利用した発電や事務所・社有地で

の太陽光発電、風力発電の検討を開始しています。

金属部門

事業戦略

　長期目標は「チリ共和国で銅量換算年間5万ｔ以上の

銅精鉱生産」です。現在、チリ共和国の子会社であるア

タカマ・コーザン社では銅量換算で年間1万3千ｔ程度の

銅精鉱生産を行っています。次期中計期間（2024年～

2026年度）に稼働を目指しているアルケロス銅鉱山は、

同じく銅量換算で1万5千ｔ規模を想定しており、合わせる

と3万ｔ弱の生産量となります。これに将来的な新規開発

案件の推進や権益保持による増産を加えることで5万ｔ

規模まで生産量を増やし、製錬側と鉱山側をバランスさせ

ることで外部要因に左右されない収益構造を目指してい

きます。

　もう一つの長期目標として「製錬事業の安定した黒字

化を実現」を掲げています。これは、委託製錬先のコスト

競争力の回復を図るべく、効率化や投資のタイミングに

ついて共同出資各社で協議・協調しながら進めるとともに、

当社として安定操業に寄与する原料調達や持続可能な

社会へ貢献できるリサイクル原料調達を推進するという

ものです。

営業利益

20212020201920182017 （年度）

14,296

7,2987,3987,007
7,834

（単位：百万円）

砕石
6,149

電気銅
55,459

銅精鉱
14,164 

石灰石
28,402

タンカル
3,200
燃料その他
16,638

その他
9,109

品目別売上高構成比
（単位：百万円）

鉱石部門
石灰石、砕石、タンカル、燃料　他

金属部門
電気銅、銅精鉱　他

機械・環境事業

売上高

20212020201920182017 （年度）

（単位：百万円）

11,34511,083
12,520

11,812

10,015

営業利益

20212020201920182017 （年度）

1,0001,017

1,382

1,112

772

（単位：百万円）

　石灰石は鉄鋼・セメントといった素材産業において必要不可欠な主・副原料として使用されてい
ます。またその他にも土木・建設用の骨材、発電所・ごみ処理施設などにおける脱硫剤、肥料、飼
料、ガラス、製紙、製糖、薬品、食品などその他用途は多岐にわたっており、石灰石は我々の日常
生活に密着した鉱物資源となっています。

石灰石

　銅は導電性が高いため、電気を使用するあらゆる機器、インフラ（送電線など）に使用される素
材であり、脱炭素社会への移行に伴うEV化や再生可能エネルギーの普及により、ますます重要
性が高まっています。

銅鉱石
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事業概要

機械部門

　機械部門では「集じん機のアジアを中心とした海外市

場の開拓」「集じん機フィルタの製造自動化等の改善に

よる価格競争力強化」「分煙機の新規用途展開による

拡販」に取り組むとしています。シンターラメラーフィルタ

の拡販のため、中国、韓国、台湾、その他東南アジア圏

に加え、グループ会社のあるチリ共和国もターゲットに市

場開拓を進める計画です。分煙機は、喫煙以外の用途と

してCO除去や介護臭除去などの転用も検討し、新用途

による拡販に繋げていく計画です。

不動産事業

売上高

20212020201920182017 （年度）

（単位：百万円）

2,8252,8032,8862,7482,704

営業利益

20212020201920182017 （年度）

1,5751,6301,609
1,4731,433

（単位：百万円）

事業戦略

　長期目標として「遊休社有地の新規開発」と「物件の

組み換えによる収益性の向上」を掲げ、具体的取り組み

として「新規開発に関する調査促進」「リニューアルによ

る顧客満足度の向上と収益性確保」「既存物件の収益

性、将来性の再検討」を掲げています。

　遊休社有地を有効利用した新規開発に関しては現在

検討段階にある案件の事業化を検討しており、また、安

定収益を継続させるべく、既存物件の効率的な運営と併

せ、今後収益性の向上が見込まれない資産の入れ替え

も検討していきます。

再生可能エネルギー事業

売上高

20212020201920182017 （年度）

（単位：百万円）

1,7871,7821,8681,923
1,734

営業利益

20212020201920182017 （年度）

509
434415

363
309

（単位：百万円）

事業戦略

　長期目標は「地熱発電所向け蒸気供給量の最大化」

「新規地熱発電所の建設、運営」「グループ全体に再生可

能エネルギー導入」であり、具体的取り組みとして、種類別

に掲げています。本事業は環境保全や持続可能性に対し

最も有効であり、SDGsやカーボンニュートラルへの貢献と

いう意味でも、しっかりと取り組んでいきたいと考えています。

地熱発電

　具体的取り組みとして「大霧発電所の最大電力量を賄う

蒸気供給量確保に向けた調査および計画立案」「新規地熱

発電所建設のための調査促進」を掲げています。九州電力

㈱大霧発電所向けの蒸気供給事業については、現在70%

程度と国内有数の暦日設備利用率を維持していますが、長

期安定的な蒸気生産が可能となる蒸気生産－熱水還元体

制の構築を目指し、地熱貯留層評価を実施するとともに、地

表物理探査などの調査による地熱貯留層構造解析等を実

施し、補充生産井・還元井の掘削計画を策定しています。

　また、新規案件である白水越地区の開発については、

霧島市に対する調査段階の事業計画について2022年

９月に市長同意を得ることができました。今後も地元関係

者の理解を得るべく丁寧な説明を継続しながら、開発調

査を進めていきます。

太陽光発電

　具体的取り組みとして「安定操業」と「余剰電力の活

用方法検討」を掲げています。太陽光発電は供給過多

になると、出力制御が実施され送電ができなくなりますが、

法制度動向や技術革新を睨みながら、余剰となった場合

でも発電した電力が有効利用できるよう検討しています。

小水⼒発電

　釜石鉱山の坑内湧水を利用した小水力発電では、岩

盤や設備の定期的な点検、整備を実施し安定操業に努

めていきます。また、その他の鉱山や社有地においても小

水力発電の調査を促進していきます。

グループ全体の取り組み

　これまでに培ってきた再生可能エネルギーに関する知見

を活かし、グループの事業所や関係会社、遊休社有地等

を対象に自家発電・自家消費も含めた再生可能エネル

ギー導入の検討を進め、条件を満たす案件について導入

を推進することで、カーボンニュートラルに貢献していきます。

環境部門

　環境部門では具体的取り組みとして「次世代型水処

理剤の開発による新規需要の開拓」と「台湾、東南アジ

ア圏等に水処理剤製造工場を建設し海外市場を開拓」

を掲げています。水処理剤のポリテツは主に下水道向け

に市場を拡大してきましたが、次世代の水処理剤を開発

し、新規市場へ参入を目指しています。また、台湾や東南

アジア圏に製造工場を建設することで価格競争力を上

げつつ、現地需要の開拓も進めていく計画です。

機械・環境事業

事業戦略

　長期目標は「セグメント利益30億円以上」としています。

現状のおよそ3倍の目標となります。本事業では水処理

剤や集じん機など環境対策に直結した商品を中心に取

り扱っており、今後の成長分野であると考えています。
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特　集 鉱山開発1

独自技術をグローバルに展開　 

選　鉱探　鉱 採　鉱

　当社は設立以来、一貫して地下資源の開発に向き

合ってきた鉱山会社としての自負のもと、初期段階からの

権益確保、自主探鉱・自主開発・自主操業を目指した資

源開発に取り組み、鉱床の探査や評価、採鉱、選鉱など、

鉱山開発を一気通貫して担う技術を培ってきました。これ

らの技術を活かし、国内外における新規資源の確保・開

発や資源の安定供給に取り組んでいきます。

物理探査技術
　当社グループでは海外の金属鉱床探査や国内の非金属

鉱物資源探査等で、電気・電磁探査を中心に地中レーダおよ

び重力探査等の物理探査技術を探査目的に応じて活用して

います。チリ国アタカマ鉱山開発に際しては、電気・電磁探査

が鉱床の確認に寄与しました。

　探査技術にはさまざまな方法がありますが、電磁探査の一種

であるMT法に関しては、国内最大数の測定器を保有、解析手

法の自社開発も行っているなど、世界有数の高い技術力を有

しています。MT法は自然の電磁場信号を観測して地下の比

抵抗を求める手法で、他の比抵抗探査よりも探査深度が深く、

地下数十kmまでの探査が可能です。そのため、地殻構造調

査や地熱構造調査に数多くの調査実績があり、大霧地域や

その周辺の有望地域の地熱資源の把握にも大きく役立って

います。MT法よりも高周波数の自然の電磁場観測を行う

AMT法探査は、探査深度は地下1km程度となるものの、より

詳細な探査が可能であり、こちらは金属鉱床調査、温泉調査

および断層調査での実績があります。

　近年注目し技術開発を行っているのはスペクトルIP法という

技術です。スペクトルIP法は周波数ごとの地下の電気応答を

測定し、その特徴により詳細に地下を区分できる可能性を有す

る手法ですが、測定方法や解析方法が確立されていないため、

これまでに国内フィールドでの基礎試験、岩石コア試験および

解析プログラムの開発を行い、現在は海外での金属鉱床調査

で実績を積んでいるところです。

　その他、地中レーダを用いた探査では、石灰石鉱山切羽内

の空洞の早期発見に役立てるなど、安定操業へ向けた物理

探査の活用も行っています。

● 稼行中・開発準備中の鉱山
● 主な探鉱案件

フィジー（銅、金） チリ（銅、金、銀）

チリ銅鉱山
アタカマ鉱山（操業中）
アルケロス鉱山（開発準備中）

フィリピン（石灰石）

ラオス（銅、錫）
モロッコ（錫）

カンボジア（銅）

八戸鉱山株式会社

尻屋鉱業所

鳥形山鉱業所

大分事業所

袖ヶ浦物流センター

拠点分散で安定供給を実現

　当社は石灰石や砕石鉱山を日本全国に有してい

ます。主力生産品の石灰石鉱山は、北は北海道から

南は九州に至るまで全国各地に分散し、千葉県には

関東向け骨材や鉄鋼向け石灰石のストックポイントと

して袖ヶ浦物流センターを有しています。

　このうち尻屋鉱業所、八戸鉱山㈱、鳥形山鉱業

所、大分事業所の臨海4拠点は船積み設備を有し

ており、袖ヶ浦物流センターと複合的に機能させるこ

とで、台風・豪雨などの自然災害や万が一の事故に

より生産出荷が滞った際に補完し、資源の安定供給

に寄与しています。

リスクマネジメント

　世界を舞台にする資源開発は、一朝一夕にしてな

るものではなく、そこにはさまざまなリスク（不確実性）

があります。探鉱には「千三つ」と呼ばれるように

1000ある有望な鉱床のうち事業化に至るものは

たったの３つという例えのとおり、地質学的なリスク、

開発対象となる国・地域のカントリーリスクなど鉱山

の開発と切り離せないリスクに加え、近年は目的とす

る鉱床の奥地化・深部化による開発コストの増加や

資源ナショナリズムの多様化といったリスクにも直面

しています。このようなリスクに対し、当社グループで

は次のような対策を講じていきます。

・カントリーリスク

国ごとに政治・経済・自然災害・疾

病等のリスクを適時に把握し、素

早い対応策を行うことでリスクの

最小化に努めます。また、現地エー

ジェントによる情報収集活動により、

各リスクの早期発見に努めていき

ます。

・資源ナショナリズムによるリスク

鉱種にかかわらず、海外鉱源の多

様化に努め、探査・生産拠点を複

数国で持つことでリスクを分散し、

安定的な資源供給が継続できる

体制を築きます。

・開発される鉱床の奥地化・深部化

衛星画像解析等の技術を活用し、

開発対象とされていなかった地域

の初期探査を可能とし、物理探査

における地磁気地電流法探査

（MT・AMT法）などで、より深部へ

の探査を実現します。
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特　集 研究開発2

さまざまな社会課題に応える技術を開発　 

水処理工程 リン・重金属除去による処理水の水質向上

汚泥処理工程

高度処理
・放流

肥料・
燃料化

焼却灰

最初沈殿池 最終沈殿池反応槽

脱水助剤効果による
消費電力削減
脱水ケーキ量削減

硫化水素発生抑制による
設備の腐食抑制

生汚泥
余剰汚泥

バイオマス活用

低含水率による補助燃料削減
高温運転によるN₂Oガス量削減

消化槽
脱水ケーキ

メタンガス

濃縮汚泥

焼却炉

濃縮工程
乾燥・炭化
工程

ポリテツ
添加位置

下水処理場の処理フロー

脱水機

消化ガス発電設備

省エネルギー運転・燃料削減に貢献しCO₂排出量を削減

水処理能⼒向上とCO₂排出量削減を実現 安全・安心な作業環境の実現ポリテツ シンターラメラーフィルタ

　さまざまな産業、生産ラインにおいて発生する余剰原料の回収、製品の捕集、ダストの集じんは、常に省力で効率の良い
システムと安全性が求められてきました。近年、電池材料・印刷トナー等の製造工程や鉄鋼・鉱業・セメント・飼料等の産業
では、従来のバグフィルタでは捕集が難しい粉粒体が増えており、労働現場や周辺環境への排出規制対応等で、集じん機
に求められる条件は年々高いものとなってきています。

社会
課題

　気候変動による水の偏在化、世界的な人口増加や産業の発展による水質汚染など、水に関するさまざまな問題は気候
変動と並んで最も重大な社会課題の一つです。水資源を有効に活用するために、排水の浄化・再利用の重要性はますま
す高まっています。

社会
課題

ポリテツの有効性 シンターラメラーフィルタの有効性
　ポリテツは優れた凝集沈殿効果や消臭効果を発揮し、

下水処理場や民間工場の排水を浄化することで、処理

水の水質を向上させ安全な水の安定した供給に寄与し

ています。また、処理水からリン分を取り除くことで海洋の

富栄養化を防止し、生態系保全に大きく貢献しています。

　近年では、下水処理工程で発生するガスや汚泥の

バイオマスエネルギーとしての活用が期待されていま

す。これらの処理において、ポリテツは設備保守や省

エネ化に貢献しています。例えば、消化槽で利用され

るポリテツはメタンガスと同時に発生する硫化水素を

抑制し、設備の腐食を抑えます。また、脱水性が高い

ため汚泥の脱水助剤として多くの事業場で採用され

ており、汚泥含水率の低減による汚泥焼却時の重油

消費量の削減が可能です。

　ポリテツ製造時のCO₂排出量は他の無機凝集剤

に比べて小さく、製造および利用のどちらにおいても

環境への負荷を減らすことができる製品です。

　シンターラメラーフィルタは、人々の健康に被害が生

じる恐れのある粉じんを除去し、安全な作業環境の提

供や大気環境汚染の防止に貢献しています。

　シンターラメラーフィルタは、樹脂を焼結して形成さ

れており、表面には特殊なコーティングが施されていま

す。この表面コーティングにより、粉体を含んだ空気は

高効率でろ過・捕集することが可能です。捕集粉に対

して剥離性が良く、潮解性のある粉体や湿気の多い

粉体など捕集の難しい粉体も捕集可能です。近年開

発したフィルタにより、現行のフィルタでは捕集の難し

かった微粉の捕集も可能となりました。

　樹脂製のフィルタは固く丈夫で破損しづらく、捕集

粉がフィルタ内部に流入しにくい構造となっているた

め、バグフィルタと比べフィルタの圧力損失の上昇が

緩やかで長寿命です。これによりフィルタの交換頻度

を減らし、廃棄物の削減が可能です。

　当社研究開発部では、鉱山開発で長年培ってきた豊富な技

術と経験を基に、社会に貢献できる新商品や新素材の研究開

発およびエンジニアリングに取り組んでいます。

　研究開発部は当社のサービス部門であるとの認識のもと、

関係各所のニーズを積極的に取り入れた開発テーマを選定し、

課題解決を図っています。

　課題解決にあたっては外部の技術を積極的に探索・導入す

るとともに、自社技術と融合させ将来に資する独自の技術に発

展させていきます。今後は自社技術を応用した温室効果ガス削

減のための技術開発にも取り組み、カーボンニュートラルに貢

献していきます。

エレメント表面で集じん
され、浄化されたエアー
は上部に流れます。

シンターラメラーフィルタの
表面集じん層

フッ化樹脂

母材捕集粉

技術開発について

今後の技術開発の展望

・より効率的な製造方法の実用化
・多様な原料での製造方法の確立
・新商品の開発・普及

今後の技術開発の展望

・		より省エネルギーで効率的に	
フィルタを製造する方法の開発
・		低圧損でファンの消費電⼒を	
削減可能なフィルタの開発

・		製造時・廃棄時のCO₂排出量を	
削減可能なフィルタの開発

・		バイオマス発電設備などを対象とした	
高耐熱性フィルタの開発

研究開発センター
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日鉄 鉱 業 の サステナビリティ
気候変動への対応	

・再生可能エネルギーの導入推進等、カーボンニュートラル実現に向けた取り組み

環境保全活動の推進	
・生物多様性の保全（鉱山跡地や堆積場の緑化、適切な維持管理） 
・環境製品の生産、販売

原料・製品の安定供給	
・資源の開発、安定供給を通じた社会貢献

労働安全衛生	
・社員一人一人が生き生きと働ける職場環境の構築 
・労働災害防止への取り組み

地域社会との共存共栄

人権・多様性の尊重と人材育成	
・人権の啓発 
・ダイバーシティ＆インクルージョンの実現

ガバナンスの強化	
・コンプライアンスの徹底 
・健全性・透明性を高めた良識ある事業活動の継続による企業価値の向上

マテリアリティマップ

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
度

自社にとっての重要度 より重要

より重要

環境保全活動の推進

DX

サプライチェーンにおける人権 BCPの強化

リスクマネジメント
技術革新

IT・AI技術の活用

社会貢献活動 賃金
福利厚生
労使関係
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マテリアリティ一覧

サステナビリティ委員会体系図

取締役会

サステナビリティ委員会

委員長

取締役社長

事務局

経営企画部サステナビリティ推進課
（2022年4月1日付新設）

報告・提言 監督・指示

サステナビリティ基本方針

資源の開発と安定供給を通じて、社会・経済の持続的発展に貢献します。1

 地域社会と連帯・調和を図りながらともに発展し、信頼・必要とされる企業であり続けます。3

適切な情報開示を通じて、すべてのステークホルダーと健全で良好な関係を構築・維持します。6

法令や社会規範を遵守し、公正な事業活動を行います。7

 環境保護、生物多様性維持の意義を理解し、環境負荷の低減や資源の効率的かつ循環的な利用を推進
し、健全な地球環境維持に努めます。特に地球温暖化対策においては、カーボンニュートラルの実現に向け
具体的な取り組みを継続します。

2

人権や多様性を尊重するとともに、明るく風通しの良い職場を創造し、社員の自己実現とより豊かな生活の
実現を目指します。

4

安全はすべての事業活動に優先することを基本とし、労働災害の防止に取り組み健康的で衛生的な働き
やすい職場環境を構築します。

5

マテリアリティ特定プロセス

　GRIスタンダードのフレームワークを参照しながら社業である鉱山業を中心に環境、社会、経済における課

題を抽出しました。その後、使命や事業特性、戦略、ステークホルダーを含む社会的要請を十分に考慮したう

えでマテリアリティマップを作成しその重要度を確認、特定に至りました。重要度の確認においては社会、経

済活動の土台には環境があるとしたSDGsウェディングケーキモデルなども参考にしています。

方針体系図

経営理念

環境方針

人権方針

労働安全衛生方針

調達方針
（責任ある鉱物調達方針）

サステナビリティ
基本方針
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人権尊重と多様性地域社会との共存共栄
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環　境
E n v i r o n m e n t

実現に向けた施策

　気候変動が社会や経済活動に与える影響は年々

深刻さを増しており、脱炭素社会への移行の波は急

速に広がっています。当社は2022年4月にサステナビ

リティ委員会を立ち上げ、環境・社会課題に対し、これ

まで以上に取り組むことを表明しました。そして6月には

TCFD提言への賛同を表明、2050年カーボンニュー

トラル実現へ向けたロードマップを示しグループ全体で

これに取り組むこととしました。今後は具体的な施策を

実行に移すとともに、生石灰製造プロセス由来の非エ

ネルギー起源CO₂については、CCUS等の技術革新

の動向を注視しながら、削減対策に取り組んでいきま

す。

CO₂排出量（千t-CO₂）

カーボンニュートラル対応（ロードマップ）

2030年度
国内エネルギー起源CO₂
38％以上削減

（2013年度比）
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2050年度
Scope1、2
カーボン

ニュートラルを
目指す

エネルギー起源CO₂（燃料・電力由来）
カーボンオフセット

非エネルギー起源CO₂（プロセス由来）

　再生可能エネルギー事業では、地熱部門として九

州１か所で地熱発電所向けに地熱蒸気供給事業を、

太陽光部門として全国８か所（北海道１か所、東北３

か所、関東１か所、九州３か所）で太陽光発電による

売電事業を、また、東北１か所で坑内湧水を利用した

小水力発電による売電事業を行っています。

　今後も事業活動を通じて地球環境保護に貢献でき

るクリーンエネルギーの調査・開発を推進していきます。

再生可能エネルギーによる発電

　太陽光発電所は主に鉱山稼働時の事務所、工場

プラント、貯鉱場、社宅などの跡地を有効利用して建

設しています。また、不動産事業においても遊休地や

鉱山跡地を利用した賃貸事業を行っています。有限

な資源を採掘する鉱山の宿命として、いつか終わりが

訪れますが、このように鉱山が終了した後に新たな事

業にバトンを繋いでいくことで事業活動を持続的なも

のにしています。

遊休地や鉱山跡地の活用

　鉱山の開発は、採掘エリア内の樹木の伐採など、環

境に手を加えることが必要になります。開発から閉山ま

で数十年を要することとなりますが、採掘が終了したエ

リアや集積が完了した堆積場について緑化を行い、環

境や景観の回復を図ります。また、全国各地にある休

廃止鉱山の公鉱害防止のため、鉱山保安法に基づく

定期的な巡視や点検を行い、必要な維持保全工事を

行っています。

鉱山跡地の緑化や公鉱害防止

2050年カーボンニュートラルの実現へ  

E

・設備の効率化や省エネ技術導入
・自家消費用の太陽光・風力・小水力発電の導入
・社有車のEV化推進
・ 稼働鉱山の堆積場や鉱山跡地の緑化による森林吸収の増大
・重機類のバイオ燃料化、技術革新による電化等
・再エネ電力の購入
・将来的にプロセス由来CO₂のCCUS等の新技術導入による削減

地熱蒸気を供給する鹿児島事業所

釜石鉱山メガソーラー発電所（社宅跡地）

鳥形山鉱業所第５堆積場の緑化

三鷹日新ビル（研究所跡地） 穂波パークシティ（炭鉱跡地）

　ロードマップの実現に向けて次の施策を

推進していきます。施策の一環として、2022

年10月より本社（郵船ビル）における使用

電力の全量を再生可能エネルギー由来の

電力へ切り替えました。今後もCO₂排出削

減に向けた動きを加速させていきます。
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E n v i r o n m e n t 環　境

TCFDへの賛同

　当社グループは、2022年6月にTCFD（気候関連

財務情報開示タスクフォース）提言への賛同を表明し

ました。気候変動への対応を重要な経営課題の一つ

と位置づけ、脱炭素社会の実現へ向けた対応をより

一層加速し、持続的な事業活動と中長期的な企業

価値の向上を目指していきます。

　気候変動が当社グループの各事業に与える影響に

ついて、２℃以下および４℃シナリオを想定し網羅的に

「リスク」と「機会」を抽出しています。気候変動がもた

らすリスクは、低（脱）炭素社会へ移行することに伴うリ

スクである「移行リスク」と「物理的リスク」に分類され、

物理的リスクは集中豪雨や洪水などの一過性の気候

現象によって惹起される急性的リスクと、海面上昇や

熱波などの長期的な影響が持続する慢性的リスクに

分類されます。今後はさらにシナリオ分析を進め事業に

対する影響を把握し、戦略を策定していきます。

戦略

　ＳＤＧｓやカーボンニュートラルなど、気候変動や社会

課題に対する取り組みをさらに強化し、持続可能な社会

の実現と持続的な企業価値向上を図るため、2022年 

4月にサステナビリティ委員会を設置しています。

　サステナビリティ委員会では、気候変動をはじめとした

サステナビリティに関する方針や目標および実行計画

の策定、目標に対する推進管理や評価、個別施策の審

議を行い、定期的に取締役会に報告や提言を行います。

ガバナンス

　当社グループは、気候変動に対する取り組みとして、

設備の効率化・省エネ化等による燃料や電気使用量

の削減、自家消費用の再生可能エネルギー発電設備

の導入や再エネ電力への切り替えなどの対応を段階

的に実行に移すことでＣＯ₂排出量の削減に努めます。

具体的な目標として、日本国内におけるグループ会社

の直接排出量（Scope1）と他社から購入する電気等

のエネルギー使用に伴う間接排出量（Scope2）を合

わせた国内ＣＯ₂総排出量のうち、化石燃料や電気の消

費に伴うエネルギー起源のＣＯ₂排出量について、2030

年度までに日本政府のＣＯ₂排出区分別の目標※１であ

る2013年度比38％以上の削減※2を目指します。なお、

生石灰製造に伴い発生するプロセス由来の非エネル

ギー起源ＣＯ₂については、今後の技術動向を注視し、

ＣＣＵＳ等の新技術が社会実装可能となった際に導

入を推進することで、より一層のＣＯ₂排出削減に取り

組みます。

　また、長期目標として2050年度における当社グ

ループの非エネルギー起源ＣＯ₂も含めた直接、間接

排出量（Scope1＋Scope2）について、新技術の導

入やカーボンオフセット等の対策も取り入れ、カーボン

ニュートラルの実現を目指します。

指標と目標

　当社グループでは、サステナビリティ委員会を2022

年4月に設置し気候変動に関する問題について対応

しています。サステナビリティ委員会では気候関連のリ

スクと機会を抽出、特定し、その後の対応状況のモニ

タリングを通じて、評価と再検討を行います。また、カー

ボンニュートラルに関する取り組みについてもＣＯ₂排

出削減計画を検討し、実行状況の管理と必要な対応

を行います。

リスク管理

※1  2030年度までの日本政府のＣＯ₂排出区分別の目標 
地球温暖化対策計画における「地球温暖化対策推進法に基づく政府の総合計画」（2021年10月22日閣議決定）において示されたＣＯ₂排出区分ごとの削減率

※2  2013年度比38％以上の削減 
※１の排出区分のうち「産業部門」である工場、事業所で消費する燃料や電力由来のＣＯ₂の削減率

種類 項目 区分 リスクと機会

移行
リスク

政策・法規制
炭素価格の上昇 リスク ・炭素に関わる新税の導入によるコスト増

規制の強化 リスク ・生産事業所の電化、省エネ化に伴うコスト増
・大型重機等の動力源や燃料変更に伴うコスト増

技術
新技術の開発

リスク ・代替素材や代替技術開発による石灰石の需要減
機会 ・GHG排出量低下に寄与する製品開発による収益拡大

再エネ・省エネ技術の普及
リスク ・再生可能エネルギー購入によるエネルギー調達コスト増
機会 ・地熱発電や太陽光発電などの新規開発可能性の拡大

市場 商品・素材価格の変動
リスク

・脱炭素化に伴う原材料調達コスト増
・鉱山開発案件の獲得競争激化による投資コスト増
・資源ナショナリズム台頭による規制や課税の強化

機会 ・電化需要の高まりによる銅の需要増
・銅鉱山の採算性向上による経済的可採鉱量の増加

評判 顧客の行動変化
リスク ・GHG低排出製品への需要対応に伴うコスト増
機会 ・顧客のGHG排出量削減に寄与する製品の需要増

物理的
リスク

急性的 気象災害の激甚化
（台風、洪水等）

リスク ・生産事業所の災害対策および被害復旧に伴うコスト増
・サプライチェーン寸断による販売減

機会 ・防災インフラ整備等に伴う石灰石の需要増
・災害時に複数拠点分散の強みを生かした生産・出荷が可能

慢性的 平均気温上昇
リスク

・海面上昇に伴う臨海拠点の水害リスク
・渇水リスク増加に伴う操業への影響
・従業員の労働衛生面での悪影響による生産性の低下

機会 ・水質悪化（栄養塩類、赤潮）や再生水利用の増加に伴う水処理剤の需要増
・作業環境見直しの推進による生産性の向上
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保安統括者会議の様子 安全体感講習の様子

S
社　会

S o c i a l

労働安全衛生の取り組み  

　鉱山の操業をはじめとした各事業においては、その

事業地域・地元との協力関係の継続が不可欠です。

事業活動における現地雇用、現地調達により地域の

発展に貢献するとともに、地域の方 と々の対話や、環

境保全活動、地域イベントへの参加・協賛、事業所見

学会の実施などの活動を通じた相互理解と信頼関係

の構築により、地域社会との共存共栄を図っています。

地域社会との共生  
　あらゆるハラスメントや差別行為を禁止し、方針や

規程を定め防止に取り組んでいます。階層別研修で

のハラスメント防止研修の実施や、全社員を対象とし

たeラーニングや冊子配布などによる啓蒙活動を今後

も継続的に実施していきます。また、通報・相談窓口を

設置し、事案が発生した場合は再発防止のための適

切な対処を行います。

ハラスメントの防止

　仕事と育児や介護の両立のための法律に沿った

制度のほか、配偶者分娩看護休暇、育児短時間勤

務制度の期間延長（子が小学校３年生を修了するま

で）や、子の看護休暇・介護休暇の有給化など、法定

を上回る制度の拡充により育児や介護を行う従業員

を支援しています。

育児介護支援制度

　当社グループでは経営理念にあるように、社員一人

一人が生き生きと誇りを持って働ける企業を目指して

います。性別や国籍、新卒・中途を問わず年間を通じ

て採用活動を行っており、多様な才能や価値観を持

つ人材の確保に努めています。社員一人一人が各事

業を通じて活躍、成長し、将来中核人材として登用し

ていくことで会社の持続的成長と企業価値向上に繋

げていきます。

ダイバーシティの推進  

　当社グループでは、本社保安環境室が主体となっ

て前年の安全衛生成績に基づき行動方針や目標を

毎年定め、目標達成に向けた各事業所や関係会社

の支援・指導を行っています。

　方針や目標は関係各所の代表者が出席する保安

統括者会議や保安担当者会議などの会議体で展開

され、労働災害の再発防止策等の協議や水平展開

を行っています。

　労働災害防止の取り組みとして、本社保安環境室

による現場巡視での危険要因の洗い出しや、危険予

知研修、安全体感講習などの保安教育を各事業拠

点やエリアごとに開催しています。保安教育は常駐請

負協力会社社員も参加対象とし、事業活動全体の保

安意識向上や安全確保を推進しています。

　女性の職場における積極的な活躍を後押しする制

度を導入するほか、さまざまな属性の人材が安心して

働き続けられる働きがいのある職場環境となるように、

育児・介護に関する休暇やテレワーク等、柔軟な働き

方を可能とする社内制度を整備・運用しています。そ

の他、管理職社員に対しては、育児や介護、働き方に

関するセミナーを実施する等、多様性を理解し受け入

れるための啓蒙・教育活動を行っています。

女性活躍の推進

女性活躍推進法に基づく行動計画（計画期間：2021年4月1日～2026年3月31日）
目標１：総合職社員の採用者数に占める女性比率30％以上を目指す。
目標２：平均勤続年数の男女差が2年以内となることを目指す。

16.1%

女性従業員比率

22.2%

女性総合職採用比率

100%

女性育児休業取得率

※2021年度単体実績

労働安全衛生の教育実績（延べ人数）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

296 359 347 － 284

※1 本社保安環境室主催の国内グループ内での教育実績
※2 2020年度は新型コロナウイルス感染症の影響により全日程中止

中核人材の登用目標（2030年）

女性　5％以上 外国人　5％以上 中途採用者　15％以上

（人）
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G
コーポレートガバナンス

G o v e r n a n c e

10 11 12 13

1 2 3

4 5 6

7 8 9

取締役

監査役

1985年 ４月 当社入社
2014年 １月 栃木事業所長
2015年 ６月 執行役員鳥形山鉱業所長
2017年 ６月 取締役生産技術部、保安環境室担当
2021年 ４月 取締役資源営業部、金属営業部、生産技術部、保安環境室担当
2021年 ６月 常務取締役生産技術部、保安環境室管掌（現）

3 杣津	雄治
常務取締役

1984年 ４月 当社入社
2011年 10月 アタカマ・コーザン鉱山特約会社取締役社長代行
2015年 ６月 当社資源開発部長
2017年 ６月 執行役員資源開発部長
2019年 ４月 アタカマ・コーザン鉱山特約会社取締役社長
2019年 ６月 当社取締役資源開発部担当
2022年 ７月 取締役資源開発部、海外資源事業部担当（現）

4 萩上	幸彦
取締役

1986年 ４月 当社入社
2012年 ６月 資源営業部長
2015年 ６月 執行役員資源営業部長
2017年 ４月 アタカマ・コーザン鉱山特約会社取締役社長
2017年 ６月 当社取締役金属営業部担当、資源営業部長
2017年 10月 取締役資源営業部、金属営業部担当
2019年 ６月 常務取締役資源営業部、金属営業部管掌
2021年 ４月 代表取締役社長（現）

1 森川	玲一
代表取締役社長

1982年 ４月 当社入社
2010年 ６月 九州支店長
2013年 ６月 執行役員機械・環境営業部長
2015年 ６月 取締役資源営業部、金属営業部、機械・環境営業部担当
2017年 ６月 取締役機械・環境営業部、研究開発部担当
2019年 ５月  取締役総務部、経理部、機械・環境営業部、研究開発部、 

ＢＣＭ推進室担当
2019年 ６月 常務取締役機械・環境営業部、研究開発部管掌（現）

2 山﨑	新也
常務取締役

9 青木	優子
社外取締役

1994年 ４月  弁護士登録 
荒井重隆法律事務所所属

1999年 ４月 青木法律事務所所属
2004年 ４月 法務省東京法務局訟務部部付所属
2009年 ４月 新四谷法律事務所所属（現）
2021年 ４月  第二東京弁護士会副会長 

日本弁護士連合会常務理事
2022年 ６月 当社取締役（現）

13 堀田	栄喜
社外監査役

1995年 ４月 東京工業大学大学院総合理工学研究科教授
2016年 ４月 同大学名誉教授
2017年 ６月 当社監査役（現）

12 若柳	善朗
社外監査役

1976年 ４月  弁護士登録 
田辺法律事務所（現　田辺・若柳法律事務所）所属

2015年 ６月 当社監査役（現）

11 小島	和彦
常勤監査役

1986年 ４月 当社入社
2014年 ６月 大阪支店長
2019年 ６月 常勤監査役（現）

10 安田	誠司
常勤監査役

1986年 ４月 当社入社
2013年 ６月 経理部長
2016年 ６月 八戸鉱山株式会社常務取締役
2019年 ６月 当社常勤監査役（現）

7 泉	宣道
社外取締役

1977年 ４月 株式会社日本経済新聞社入社
2011年 ３月 同社執行役員大阪本社編集局長
2012年 ３月 同社常務執行役員大阪本社編集局長
2013年 ３月  同社専務執行役員名古屋支社代表 

株式会社日経名古屋製作センター取締役
2015年 ３月 株式会社日本経済新聞社顧問
2015年 ６月 公益社団法人日本経済研究センター研究主幹
2018年 ３月 株式会社日本経済新聞社客員
2019年 ６月 当社取締役（現）

8 板倉	賢一
社外取締役

2002年 ４月 室蘭工業大学情報工学科教授
2004年 ４月 同大学副学長
2012年 ４月 同大学環境科学・防災研究センター長
2012年 ８月 同大学三笠未利用石炭エネルギー研究施設長
2016年 10月 同大学三笠地下ガス化炭鉱長
2019年 ４月 同大学大学院工学研究科特任教授（現）
2019年 ５月 同大学名誉教授
2021年 ６月 当社取締役（現）

5 藤本	博文
取締役

1987年 ４月 当社入社
2014年 ６月 総務部長
2017年 ６月 執行役員総務部長
2019年 ６月 取締役総務部、経理部、ＢＣＭ推進室担当
2021年 ６月 取締役総務部、ＢＣＭ推進室担当（現）

6 大財	健二
取締役

1986年 ４月 当社入社
2013年 ６月 金属営業部長
2016年 ６月 経理部長
2017年 ６月 執行役員経理部長
2019年 ６月 執行役員大阪支店長
2021年 ６月 取締役経理部、資源営業部、金属営業部担当
2022年 ４月 取締役経営企画部、経理部、資源営業部、金属営業部担当（現）

役員一覧（2022年9月30日現在）
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G o v e r n a n c e コーポレートガバナンス

　当社は、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応

できる組織づくりと、公正かつ透明性の高い意思決定

が行える経営システムの構築に積極的に取り組んで

います。

　今後とも、コーポレートガバナンスの重要性を社内

の共通認識とし、その充実と実効性の確保を図り、株

主ほか、ユーザー、地域社会に信頼される企業づくりを

目指します。

　なお、当社のコーポレートガバナンスに対する基本

的な考え方および方針については、「日鉄鉱業コーポ

レートガバナンス基本方針」を策定のうえ、当社ウェブ

サイトに掲載しています。

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方 主な会議体について	（2022年6月29日現在）

取締役会

総員　9名　　　社外取締役比率　33%

2021年度開催回数

16回
　社外取締役３名を含む取締役９名で構成される取締役会は、月に１
回定期的に開催しているほか、迅速な意思決定を求められる事案に
ついては臨時に開催するなど、機動的な運営を心掛けています。また、
重要度の高い案件については、事前に経営会議において、長期的な
経営戦略に基づく多角的な視点から検討を行い、活発な意見交換を
行ったうえで、取締役会に付議することとしています。

監査役会

総員　4名　　　社外監査役比率　50%

2021年度開催回数

16回
　当社における豊富な業務経験を有する常勤監査役２名および各々
の分野における専門性を有する社外監査役２名で構成される監査役
会は、1998年６月から監査役の半数以上を社外監査役としており、
社外監査役からは、豊富な知識・経験に基づく有意義な意見、指摘を
いただいています。

指名・報酬委員会

総員　4名　　　社外取締役比率　75%

2021年度開催回数

2回
※ 2021年12月設置後の開催回数

　取締役等の指名・報酬等に係る取締役会の機能に対し、社外取
締役の適切な関与・助言を得ることにより、手続きの公平性・透明性・
客観性を強化し、より一層の公正かつ透明性の高い意思決定が行え
る経営システムの強化と当社のコーポレートガバナンス体制の充実を
図ることを目的として2021年12月に任意の委員会を設置しています。

コーポレートガバナンス体制図	（2022年6月29日現在）

株主総会

本社・支店・事業所・関係会社

指名・報酬委員会

サステナビリティ委員会

＜意思決定・監督機能＞ 
取締役会

経営会議
（重要事項の審議）

内部監査室
（監査チーム）

監査役会 会計監査人

＜業務執行機能＞
業務執行取締役

執行役員
代表取締役

上程・報告

報告

指揮・監督

監督
選定・解職・監督 報告

指示

監査 連携

監査

報告

報告 監査

選任・解任
選任・解任

連携・報告 連携

選任・解任・不再任諮問

答申

監督・指示

報告・提言

取締役および監査役のスキルマトリックス	（2022年6月29日現在）

氏名 在任
期間

指名・報酬
委員会

サステナビリティ
委員会 役職 企業経営

サステナビリティ 国際性
事業戦略

営業
マーケティング

鉱山技術
安全環境 研究開発

法務
リスク

マネジメント

財務
会計

人事
人材開発

森川　玲一 5年 ⃝ ◎ 代表取締役社長 ● ● ● ●

山﨑　新也 7年 ⃝ 常務取締役 ● ● ● ●

杣津　雄治 5年 ⃝ 常務取締役 ● ● ●

萩上　幸彦 3年 ⃝ 取締役 ● ● ● ●

藤本　博文 3年 ⃝ 取締役 ● ● ● ●

大財　健二 1年 ⃝ 取締役 ● ● ● ●

泉　　宣道 3年 ◎ 社外取締役 ● ●

板倉　賢一 1年 ⃝ 社外取締役 ● ● ●

青木　優子 0年 ⃝ 社外取締役 ● ●

安田　誠司 3年 常勤監査役 ● ● ●

小島　和彦 3年 常勤監査役 ● ● ●

若柳　善朗 7年 社外監査役 ● ●

堀田　栄喜 5年 社外監査役 ● ●

※1 指名・報酬委員会、サステナビリティ委員会の◎は委員長を示します。
※2  サステナビリティ委員会は上記のほか、執行役員の藤津二朗（八戸鉱山株式会社代表取締役社長）、河田真伸（研究開発部長）、坂口裕幸（資源営業部長）、曽田健（鳥形

山鉱業所長）が委員となり構成されています。

　2021年度における取締役会の実効性に関する分

析・評価は、より一層の充実化を図るため、初めて外

部機関による無記名方式アンケートで実施し、外部

機関からの客観的な分析および評価に基づく結果を

踏まえたうえで、取締役会において、分析、議論および

評価を行いました。

　アンケートの回答からは、社外役員の意見の反映

等、概ね肯定的な評価が得られており、また各回答に

おける当社平均値は概ね他社平均値を上まわるもの

であったことから、取締役会の実効性は確保されてい

ると認識しています。

　今回の結果に基づき、取締役会において、分析、

議論および評価を行ったところ、「より自由闊達な意

見交換のための機会の確保」、「当社平均値と他社

平均値とのギャップ改善に向けた取り組み」、「取締

役会をはじめ当社全体におけるジェンダー等の多様

性の在り方」等の課題を認識するとともに、さらなる議

論および改善の余地があることを共有しました。

　なお、昨年度の実効性評価で課題として挙げられた

ダイバーシティやカーボンニュートラルなどの経営環境

の変化への対応については、2022年4月にサステナ

ビリティ委員会ならびに経営企画課およびサステナビ

リティ推進課の2課体制とする経営企画部を設置し、

当社グループにおけるサステナビリティ推進体制を整

えました。

　今後も引き続き取締役会の機能強化に取り組み、

当社グループの企業価値の向上に努めていきます。

実効性評価
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G o v e r n a n c e コーポレートガバナンス

　取締役の報酬は、株主総会の決議に基づく報酬

限度額の範囲内で、固定報酬である月額報酬と、業

績連動報酬である賞与により構成されています。取締

役の個別の月額報酬の決定に際しては、各職責を踏

まえた適正な水準とするほか、本業の事業活動による

収益力の継続的な拡大を通じて、持続的な成長と中

長期的な企業価値の向上を図るため、売上高営業利

益率を指標とした業績連動報酬体系とすることを基

本方針としています。業務執行取締役の報酬は、固

定報酬としての基本報酬、過去10年間の売上高営

業利益率を指標とする業績連動報酬により構成され

ています。社外取締役の報酬は、独立・客観的な立場

に基づく経営の監視・ 監督機能を担うため、月額報酬

のみを支払うこととしています。

　なお、取締役の個人別の報酬額については、取締

役会決議によるものとしています。取締役会において

取締役の報酬に係る議案を審議し決議するにあたっ

ては、指名・報酬委員会は、独立・客観的な立場から

当該議案を検討し、審議結果を答申するものとし、取

締役会は、当該意見の内容を尊重して決定していま

す。

　また、監査役の報酬額は、株主総会決議に基づく

月額報酬の範囲内で、監査役の協議により決定して

います。

役員報酬

　今後の縮減方針として、2022～2026年度の5年

間で60億円（2022年3月末時価基準）の政策保有

株式を縮減し、カーボンニュートラルをはじめとする環

境投資や成長投資の原資とする計画です。

　政策保有株式の議決権の行使については、当社

および投資先企業の中長期的な企業価値向上に繋

がるか、また当社の株式保有の意義が損なわれないか

を判断基準として、適切に行使します。

　当社では、中長期的な企業価値向上や持続的成

長の観点から、事業戦略上、必要と判断する株式を

保有します。

　個別の政策保有株式については、保有目的や経

済合理性を毎年定期的に取締役会で検証し、その結

果、保有意義が希薄と判断された株式については、投

資先企業との対話を通じて売却します（2017年度～

2021年度の5年間で19億円の売却を行いました）。

政策保有株式に関する方針

政策保有株式（みなし保有を除く上場株式）の推移
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リスクマネジメント

　当社は、地震等の自然災害に備えたＢＣＰ（事業継

続計画）を策定しており、2021年度に２回実施した安

否確認訓練や５回実施したＢＣＭ（事業継続マネジメ

ント）会議などを通じて判明したリスク等を踏まえ、ＢＣＰ 

の見直しについて検討を行っています。

　また、品質保証委員会を定期的に開催し、当社グ

ループにおいて顧客へ提供する製品および商品なら

びにサービスの品質に関するリスクを把握・評価し、当

該リスクに対応した取り組みの検討を行っています。

なお、2021年度に２回開催した品質保証委員会では、

各事業所における品質管理状況の調査報告および

リスク管理小委員会の活動報告などを行っています。

　当社は、「日鉄鉱業グループ行動指針」に従い、企

業集団全体としてのコンプライアンス体制の構築に

努めるとともに、会計基準の遵守および財務報告の

信頼性の確保のため、財務報告に係る内部統制を整

備し運用しています。

　2021年度においては、当社グループにおけるコン

プライアンス経営の浸透を目的として、当社グループ

の管理職以上の社員を対象に、トップ層向けコンプラ

イアンスセミナーを１回実施しています。

　内部監査室員を中心に横断的に構成された監査

チームが当社および各子会社のコンプライアンスおよ

び内部統制の状況ならびに会計処理業務に関する

監査を実施しています。

コンプライアンス

①内部通報制度
　当社は、当社および関係会社の社員等が当社グループ内における法令違反行為等を会社に通報する制度として、内部通報規程を整備・
運用しています。当該規程では、通報窓口を本社内部監査室としており、通報に対して同室は速やかに調査を行い、通報者の不利益にならな
いよう対処することなどを定めています。
　また、運用としては、通報を受けて対応した場合、直近の取締役会に当該内容を報告するとともに、毎年度最終の取締役会で年間の実績を
報告しています。

②コンプライアンス研修の実施
　当社および関係会社のトップ層向けのコンプライアンスセミナーのほか、営業担当者を対象とする独禁法・下請法関連講座、ならびに課長・
係長研修における外部講師による教育を実施しています。

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数

（名）月額報酬
（固定報酬）

賞与
（業績連動報酬） 退職慰労金

取締役（社外取締役を除く） 255 210 44 - 7

監査役（社外監査役を除く） 45 45 - - 2

社外役員 35 35 - - 5

※1 上記には、2021年６月29日開催の第107回定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任した取締役２名 （社外取締役１名）を含んでいます。
※２  2007年６月28日開催の第93回定時株主総会決議に基づく役員報酬の限度額は取締役月額27百万円（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）、監査役月額６

百万円であり、当該決議の際の役員の員数は、取締役７名、監査役４名です。 
※３  2007年６月28日開催の第93回定時株主総会決議に基づく取締役の賞与の限度額は年額60百万円（使用人兼務取締役の使用人分賞与は含まない）であり、当該決議

の際の役員の員数は、取締役７名です。
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●	社外取締役の主な役割や責任、目標をどう認識してい

ますか？　また、取締役会の在り方について、お考え

をお聞かせください。

　日本のコーポレートガバナンス（企業統治）改革は、政

府の成長戦略の一環として進められてきました。コーポ

レートガバナンス・コード（指針）によりますと、社外取締役

の役割・責務として、会社の持続的な成長を促し、中長期

的な企業価値の向上を図るとの観点から助言すること、

経営陣幹部の選任・解任などを含め経営を監督すること、

利益相反を監督すること、株主をはじめとする多様なス

テークホルダー（利害関係者）の意見を取締役会に適切

に反映させることなどが列挙されています。独立した立場

から、従来の社内の論理に縛られない建設的な議論、意

思決定を促すことこそ社外取締役に求められている役回

りだと認識しています。

　コーポレートガバナンス改革に伴い、取締役会の役割

も変容を迫られてきました。取締役会は資本市場からどの

ように見られているか、換言すれば株主などのステークホ

ルダーの利益に資するかという視点も欠かせなくなってき

ました。社外の知見を有する社外取締役は、監督と同時

に、専門性や経験に基づいた助言をすることがますます

重要になってきたと考えています。

●	それに対して日鉄鉱業のガバナンス体制、取締役会

の印象はいかがでしょうか？

　私は2019年6月の株主総会で社外取締役に選任さ

れました。この３年余り、日鉄鉱業のコーポレートガバナン

スへの取り組みは進化してきたという印象を持っています。

取締役会での議論も以前より活発になってきました。私

自身も発言を求める機会が増えています。

　最近は定時取締役会に続いて、同じメンバーのまま議

事録を残さない形での「オフサイトミーティング」を実施し

ています。これは特定の議題にとらわれない自由討議とも

いうべきものです。まだ試行錯誤の段階ですが、有意義な

取り組みだと実感しています。

　デジタルトランスフォーメーション（DX）の活用も着実に

進んでいます。新型コロナウイルス感染症の拡大で緊急

事態宣言が発せられた2021年には一時、端末での

WEB方式の取締役会も試行されました。電子印鑑の導

入で取締役のハンコも事実上廃止され、「押印のための

出社」は必要なくなりました。ただ、随時、端末で確認処理

することになりましたので、前より忙しくはなりましたが。

●	これまでのご自身の経験・知見を、取締役会でどのよう

に活かしていますか？

　私は日本経済新聞社で専務執行役員、関連会社の日

経名古屋製作センターで取締役を務めました。記者時代、

トヨタ自動車工業・同販売（現トヨタ自動車）などトヨタグ

ループ、日本碍子（現日本ガイシ）、日本特殊陶業など森

村グループ、繊維業界などの主要企業を取材した経験も

あります。

　海外勤務ではマニラに3年半、北京に２回計５年間、そ

れぞれ駐在しました。フィリピンや中国では政治・経済だけ

でなく、企業も取材しました。論説副委員長の3年間は、

社説を執筆するなど言論報道機関としての発信もしてき

ました。シンクタンクの公益社団法人日本経済研究セン

ターでは常務理事・事務局長、研究主幹を務めました。

　こうした経験を踏まえ、取締役会では「攻めの経営」とリ

スク管理に役立つ具体的かつ前向きな発言、提言をする

ように心掛けています。

●	社外取締役の視点からどのようなことを指摘していま

すか？　また、指摘やアドバイスは取締役会でどう活

かされていますか？

　コーポレートガバナンス・コードでは、独立社外役員間

の情報交換や認識の共有、社外取締役と監査役会との

連携などを求めています。当社では社外取締役が監査役

会の一部にオブザーバー参加し、毎月の業績や重要事

項についての情報を共有するようにしています。社外取

締役は、経営会議にも出席しています。

　さらにユニークなのは、社外取締役と社外監査役が年

に２回（5月と11月）、「社外役員間の意見交換会」を開催

していることです。意見交換会の結果は具体的な「提言」

を明記した文書としてまとめ、取締役会に報告しています。

これに対し、社長が取締役会で提言に対する見解を述べ

るのが慣例となっています。

　例えば、2021年11月の意見交換会の報告書では、

国連のSDGs（持続可能な開発目標）やESG（環境・社

会・ガバナンス）への取り組みが企業にも求められている

ことから、「社長を含めたサステナビリティ委員会」の設置

と「経済安全保障」法制に向けた社内対応について提言

しました。社長をトップとする「サステナビリティ委員会」が

今年4月に誕生したことは公表したとおりです。

　今年5月の意見交換会は私が議長を務め、報告書で

「ウクライナ危機への新体制（経営企画部とサステナビリ

ティ委員会の設置）での対応」と「プライム市場にふさわ

しい改革推進」の両テーマを取り上げました。具体的には

経済安全保障促進法施行への準備、女性社員の採用・

活用の一層の推進、外国人も含めた有為な人材の中途

採用、キャリアパス制度の導入などを提言しました。

●	就任されてからガバナンスの視点で、変わったこと、変

わらなくて良いこと、変えていかなければならないことが

あれば教えてください。

　当社は2021年12月、指名・報酬委員会を設置しまし

た。社長と社外取締役で構成され、私が委員長を務めて

います。社外取締役は今年6月の株主総会で新たに女

性取締役が選任され、3名となりました。この結果、取締

役9名のうち3分の1が社外となり、プライム企業の要件

を満たしたことになります。

　企業は経営改革を続けなければ、地政学的リスクが高

まる激動の時代に生き延びることはできません。その意味

では「変わらなくて良いこと」は思い当たりません。

　一方で、変えていかなければならない課題は山積してい

ます。とりわけコーポレートガバナンス改革は不断の努力

が必要です。日本では社外取締役を増やしている企業の

間で、監査等委員会設置会社に移行する流れが加速し

ています。当社もこの問題について検討してみてもよいの

ではないかと思います。

●	総合資源会社として、環境や技術分野など、さまざま

な事業を展開していますが、これからの日鉄鉱業に対

する期待や、今後も成長し続けるための課題につい

て教えてください。

　当社は1939年、石炭、鉄鉱石、石灰石などの製鉄原

料の総合開発と確保を目的として、日本製鐵株式會社

（現日本製鉄）の鉱山部門が独立する形で設立されまし

た。戦後の高度成長時代を経て、石炭から金属ならびに

石灰石へと経営の軸を移し、総合資源会社として業界に

独自の地歩を占めています。今後はさらに生産性を向上

させ、グループ全体としても「稼ぐ力（収益力）」を強化して

いくことが期待されます。

　基軸の鉱山事業はいわば地球の歴史を相手に数十

年、あるいは百年単位で経営計画を立てる壮大でグロー

バルなビジネスです。

　コーポレートガバナンスの観点からは、人権や多様性

（ダイバーシティ）の尊重、男女や国籍を問わない多様な

中核人材の確保、地球温暖化対策としてのカーボン

ニュートラルの実現、地域社会との連帯・調和、法令や社

会規範の遵守、株主との建設的な対話、成長が見込め

る事業へ投資を回す「事業ポートフォリオ改革」などさまざ

まな課題が待ち受けています。

　私も社外取締役の一員としての責務を果たすため、常

に現場に足を運び、ステークホルダーの声に耳を傾け、自

己研鑽を怠らないよう努める覚悟です。

G o v e r n a n c e コーポレートガバナンス

INTERVIEW

泉 宣道
社外取締役
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連結財務指標の推移

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

売上高 （百万円） 102,840 114,317 125,467 114,088 107,325 118,709 123,372 117,502 119,159 149,082

営業利益 （百万円） 8,649 9,517 10,232 10,090 8,026 8,741 7,479 7,576 8,726 15,715

経常利益 （百万円） 7,233 8,957 9,613 9,723 7,474 8,779 7,356 8,012 9,629 16,605

親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 3,873 3,903 5,973 4,483 7,289 4,877 5,360 4,518 3,746 9,279

設備投資額 （百万円） 8,908 6,850 7,855 6,240 6,465 5,165 8,044 8,825 7,461 9,577

減価償却費 （百万円） 4,954 5,358 5,927 6,623 5,875 5,433 5,547 5,316 5,302 5,426

研究開発費 （百万円） 587 565 551 580 617 634 702 696 672 750

純資産 （百万円） 76,746 84,755 92,466 90,850 102,399 106,164 107,186 105,208 116,411 126,371

総資産 （百万円） 144,539 161,325 170,055 162,379 167,496 172,431 171,717 173,954 188,735 197,732

自己資本 （百万円） 75,273 81,591 89,219 87,472 98,042 101,534 102,656 100,060 111,075 120,073

１株当たり当期純利益※ （円） 465.26 468.88 717.53 538.65 875.83 586.12 644.24 543.16 450.37 1,115.46

１株当たり配当金※ （円） 70.00 85.00 70.00 80.00 80.00 90.00 110.00 90.00 100.00 335.00

ROA（営業利益） （％） 6.2 6.2 6.2 6.1 4.9 5.1 4.3 4.4 4.8 8.1

ROE （％） 5.4 5.0 7.0 5.1 7.9 4.9 5.3 4.5 3.5 8.0

EBITDA （百万円） 13,604 14,876 16,160 16,713 13,901 14,174 13,027 12,892 14,029 21,141

自己資本比率 （％） 52.1 50.6 52.5 53.9 58.5 58.9 59.8 57.5 58.9 60.7

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 11,838 5,742 19,811 11,070 12,079 12,161 13,465 9,242 9,414 8,539

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △ 8,674 △ 10,186 △ 4,289 △ 4,993 △ 6,070 △ 4,611 △ 6,077 △ 7,714 △ 6,539 △ 7,256

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △ 2,341 0 △ 3,832 △ 3,675 △ 6,194 △ 3,089 △ 4,025 △ 1,454 △ 999 △ 4,759

配当性向 （％） 15.0 18.1 9.8 14.9 9.1 15.4 17.1 16.6 22.2 30.0

連結従業員数 （人） 1,704 1,781 1,787 1,756 1,771 1,784 1,836 1,882 1,941 2,019

※ 2016年10月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株とする株式併合を実施していますが、１株当たり情報は過去に遡って当該株式併合が行われたと仮定し算定しています。
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連結財務諸表 （要約）

2020年度 2021年度

資産の部

流動資産 87,866 89,705

固定資産 100,869 108,027

有形固定資産 62,584 67,117

無形固定資産 3,329 3,608

投資その他の資産 34,955 37,301

資産合計 188,735 197,732

負債の部

流動負債 48,162 46,938

固定負債 24,161 24,422

負債合計 72,323 71,360

純資産の部

株主資本 100,591 108,145

資本金 4,176 4,176

資本剰余金 4,889 4,746

利益剰余金 91,693 99,391

自己株式 △167 △169

その他の包括利益累計額 10,483 11,928

その他有価証券評価差額金 10,986 11,974

繰延ヘッジ損益 79 △778

為替換算調整勘定 53 808

退職給付に係る調整累計額 △635 △75

非支配株主持分 5,336 6,297

純資産合計 116,411 126,371

負債純資産合計 188,735 197,732

2020年度 2021年度

売上高 119,159 149,082

売上原価 92,104 114,217

売上総利益 27,054 34,864

販売費および一般管理費 18,327 19,149

営業利益 8,726 15,715

営業外収益 1,704 1,561

営業外費用 801 671

経常利益 9,629 16,605

特別利益 44 191

特別損失 3,070 493

税金等調整前当期純利益 6,603 16,304

法人税、住民税および事業税 2,694 5,082

法人税等調整額 △675 27

法人税等合計 2,019 5,110

当期純利益 4,584 11,193

非支配株主に帰属する当期純利益 837 1,914

親会社株主に帰属する当期純利益 3,746 9,279

連結貸借対照表 連結損益計算書
（単位：百万円） （単位：百万円）

2020年度 2021年度

当期純利益 4,584 11,193

その他の包括利益 7,948 1,727

その他有価証券評価差額金 6,657 987

繰延ヘッジ損益 194 △858

為替換算調整勘定 △489 1,034

退職給付に係る調整額 1,587 564

包括利益 12,532 12,921

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 11,819 10,723

非支配株主に係る包括利益 713 2,197

連結包括利益計算書
（単位：百万円）
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非財務ハイライト
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※  国内（グループ会社を含む）のScope1、2について 
「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく排出係数を用いて算定

※1 休業1日以上　※2 暦年での集計
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会社概要 （2022年3月31日現在）

拠点

会社名 日鉄鉱業株式会社

設立 1939年5月20日

代表者 代表取締役社長　森川 玲一

本店所在地 〒100‐8377　東京都千代田区丸の内二丁目3番2号（郵船ビル６階）

資本金 41億7,600万円

事業内容
鉱業（石灰石、タンカル、砕石などの採掘販売）を中心に、銅ほか鉱産物の加工・販売および輸出入業、石炭・石油製品の仕入販売、
機械・環境関連商品等の開発および販売、不動産業、自然エネルギーを利用した発電業などを展開

従業員 連結2,019名　単体678名

国内

海外

■海外事務所 
　・シドニー事務所 
　  Level 14, 115 Pitt Street, 

Sydney NSW 2000, Australia

　・台湾事務所 
　  台湾台北市中正區忠孝東路二段

88號5樓506室

■グループ会社 
　（鉱山関係） 
　・アタカマ・コーザン鉱山特約会社 
　 チリ共和国第3州ティエラ・アマリージャ市

　・アルケロス鉱山株式会社 
　 チリ共和国第4州コキンボ市

　・日鉄鉱チリ有限会社 
　 チリ共和国第3州コピアポ市

　（機械関係） 
　・上海晋華環境浄化工程有限公司 
　 中国上海市松江区

　（商事・サービス関係） 
　・日鉄鉱（上海）貿易有限公司 
　 中国上海市長寧区

●東鹿越鉱業所

◆常盤採石所

●北海道支店

●苫小牧営業所
■北海道石灰化工㈱

●室蘭営業所

◆白老チップ工場

●尻屋鉱業所

■八戸鉱山㈱

■釜石鉱山㈱

●東北支店

■八茎砕石㈱

●本社
■日鉄鉱コンサルタント㈱
■日鉄鉱建材㈱
●君津営業所
●研究開発部
◆日の出工場

◆長尾山採石所
●名古屋営業所

●大阪支店
■日本ボールバルブ㈱
●岡山営業所
■日比共同製錬㈱
　玉野製錬所

●大分事業所
■津久見石灰石㈱
■四浦珪石㈱
■津久見共同採掘㈱
■津久見車輛整備工業㈱ ●鳥形山鉱業所

■日鉄鉱道南興発㈱

●栃木事業所
■葛生石灰砕石㈱

◆野木工場

●鹿児島事業所
■霧島地熱㈱

■アイ総合技術㈱

◆山口採石所
●九州支店

■㈱幸袋テクノ
■㈱嘉穂製作所
■新和商事㈱

■船尾鉱山㈱
●広島営業所

●井倉鉱業所
■アテツ石灰化工㈱

●本社
●事業所
●支店
●営業所
■グループ会社
◆工場・採石所
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株価／出来高推移
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株価（左軸） 出来高（右軸）

基本情報

証券コード 1515

上場証券取引所 東京証券取引所 プライム市場
業種 鉱業
1単元の株式数 100株
発行可能株式総数 20,000,000株
発行済株式総数 8,352,319株（自己株式33,906株を含む）

株主数 5,245名
事業年度 4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 6月
定時株主総会基準日 3月31日
配当金受領株主確定日 3月31日および中間配当を行うときは9月30日
株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関 三井住友信託銀行株式会社

個人・その他
18.1

金融機関
23.7

証券会社
1.1

外国法人等
21.7

その他
国内法人
35.0

自己名義
0.4

所有者別株式分布
（単位：%）

※ 2022年9月30日を基準日、10月1日を効力発生日として、普通株式1株を2株に分割

大株主の状況

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

日本製鉄株式会社 1,237 14.88
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 788 9.48
公益財団法人日鉄鉱業奨学会 641 7.71
株式会社みずほ銀行 294 3.54
株式会社三井住友銀行 290 3.49
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 218 2.62
日鉄鉱業持株会 173 2.08
DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 146 1.76
CEPLUX‐ THE INDEPENDENT UCITS PLATFORM 2 143 1.72
株式会社三菱UFJ銀行 139 1.68

※1 持株比率は、自己株式（33,906株）を控除して計算しています。
※2 持株比率は、小数点第３位を四捨五入して表示しています。

49 統合報告書 2022


